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中長期の成長に向かって

8005,000
営業利益
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上期は不透明な状態が続くものの、「成長軌道」への回帰に注力
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中長期成長に向けた方針

STAR導入プロジェクトの着実な遂行金融関連分野のサ ビス高度化

－ビジョン2015－ －重点施策－

STAR導入プロジェクトの着実な遂行金融関連分野のサービス高度化
業界横断的・市場横断的な

新世代ビジネスプラットフォーム拡大

業務 ンサル事業 拡充

バンキング分野でのソリューション拡大

産業関連分野の拡大

業務コンサル事業の拡充

コンサルの強みを活かしたアプローチによる
システムの新規顧客拡大 既存顧客の深耕業界をリードする顧客の獲得、

得意とする業種・業務領域の拡大

システムの新規顧客拡大、既存顧客の深耕

ｺﾝｼｭｰﾏ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘを核とした顧客基盤拡大

中国・アジア事業の強化・拡大
中国・アジアに「第二のNRI」を

アライアンス推進等により事業基盤確立

日系企業のグローバル展開やグローバル
日系企業への支援強化

生産革命・人材開発

アライアンス推進等により事業基盤確立

高まる需要へ対応し、新DCの建築
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STAR導入プロジェクトの着実な遂行 (1)導入 着実 遂行 ( )

野村證券へのSTAR-IV導入プロジェクトが本格化
分析 計 ズ ら追加機能開発 導入 ズ～分析・計画フェーズから追加機能開発・導入フェーズへ

～プロジェクトの着実な遂行による2013年初のリリースを目指す

2010年度
2011年度 2012年度 2013年度

3Q 4Q3Q 4Q

STAR-IV
大手証券向け

STAR-IV
利用開始

計
画

Fit&Gap
分析

機能開発＆導入
利用開始

周辺SIプロジ クト

プロジェクト
計画

計
画 周辺SIプロジェクト画
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STAR導入プロジェクトの着実な遂行 (2)導入 着実 遂行 ( )

「STAR-IV・デファクトスタンダード化」に向けて積極的に投資
その他大手証券もターゲットに 顧客の拡大その他大手証券もタ ゲット

STAR-IV発展の歴史
中小 準大手 大手

SMBCフレンド証券

東海東京証券
野村證券

同一口座で店頭／ネット対応2009年
ネ 対応

大手証券向けに機能拡充2013年
・ ・

東海東京証券

・
・ 大手もターゲットに

・ ・ ・

（注）STAR IV利用社数

ホールセール機能追加

同 口座で店頭／ネット対応009年

インタ ネットトレ ドシステム

ＴRADESTAR2007年

⇒準大手向けの拡大

ネットチャネルの実現

マルチチャネル対応 （注）STAR-IV利用社数
49社（2011年3月末）

2000年

ＳＴＡＲ‐Ⅳシステム2003年

インターネットトレードシステム ネットチャネルの実現

顧客数が急拡大
ＳＴＡＲ／ＤＳシステム

ＳＴＡＲ‐Ⅱシステム

個社対応のノウハウを
ＳＴＡＲ Ⅰシステム

顧客数が急拡大
ＳＴＡＲ‐Ⅲシステム
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1966年 証券共同システム

個社対応のノウハウを
活かしてサービスを展開

ＳＴＡＲ‐Ⅰシステム



バンキング分野でのソリューション拡大分野 拡大

ソリューション拡大により新規顧客を獲得
地銀ネットバンキングやネット専業銀行勘定系をターゲットに地銀ネットバンキングやネット専業銀行勘定系をタ ゲットに
信託銀行向けに大規模プロジェクトも受注

日本 シ と銀行向けビジネ 協業日本ユニシスと銀行向けビジネスで協業

インターネットバンキング
NRIのインターネットバンキング共同運用サー
ビス「ValueDirect」と、日本ユニシスの銀行基
幹系システム群を機能連携させ提案

勘定系システム

日本ユニシスが開発したオープン勘定系シス日本 シスが開発したオ プン勘定系シス
テム「BankVision®」および「BANKSTAR®」

を活用した銀行向けのソリューションを両社共
同で提案・導入
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業務コンサル事業の拡充業務 事業 拡充

コンサル ＩＴソリューション

戦略策定 業務改革・業務設計 システム導入・運用

マーケット分析 現行システムの可視化
本社・営業・事務改革

競合・自社分析
業務実態調査と問題分析

業務改革施策の立案

コード体系・定義の調査

事業戦略の策定 システム化計画

本社 営業 事務改革

組織・評価制度の改革

業務改革施策の立案

業務要件定義

事業パートナーの選定

パッケージ・ＳＩ選定

システム要件定義

ＫＰＩの設計
業務移行計画 システム上流設計

システム構築

ビジネスモデルの詳細検討
グ

ビジネスモデルの詳細検討

事業計画・予算の算定

ＩＴアウトソーシング
業務コンサルとして
取組む領域の例
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ｺﾝｼｭｰﾏ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘを核とした顧客基盤拡大核 し 顧客 拡大

産業分野はｺﾝｼｭｰﾏ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ向けに選択と集中
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞとｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝのｼﾅｼﾞｰを活かしてｱﾌﾟﾛｰﾁｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ とｼｽﾃﾑｿﾘ ｼｮﾝのｼﾅｼ を活かしてｱﾌﾛ ﾁ

NRIの強み(例)

製造・サービス分野のターゲット

流通業の経験を通じて
培ったSCMのノウハウ

NRIの強み(例)

ンサルテ ング産業分野の 自主事業
生/配/販

大規模顧客管理

コンサルティング
の顧客資産/

業務改革提案力

産業分野の
選択と集中

自主事業
強化

ヘルスケア

通信

個社向け開発経験
ヘルスケア

サービス

プライムアカウント戦略
「戦略～業務～ＩＴ」の課題全体を捉え、大型ＩＴ提案を仕掛ける
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×コンサル ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ



中国・アジア事業の強化・拡大

アジア・中国に「第二のＮＲＩ」を築く事を目標に

【 グ事業】【コンサルティング事業】
１現地法人４支店を事業展開

NRI上海でのコンサルビジネスは好調

ＮＲＩ北京

ＮＲＩ上海北京支店海 好調
新たにインド拠点の設立検討

清華大学と共同で、中国研究センター設立
中国でのＮＲＩブランド構築にも貢献

ＮＲＩ上海北京支店

ＮＲＩ上海

北京上海支店

ＮＲＩ大連

【ITソリューション事業】
日系企業の進出支援の積極展開 ソウル支店

ＮＲＩ北京上海支店

ＮＲＩ香港

インド拠点(予)

日系企業の進出支援の積極展開
アライアンスの活用

セブン＆アイ関連の海外展開をサポート
中国(北京 成都 等) マニラ支店ＮＲＩシンガポール

台北支店

ソウル支店ＮＲＩ香港

中国(北京、成都、等)
インドネシア

グローバルSCMソリューションの提供
三菱商事との合弁事業(iVision社)：上海

マニラ支店シ ポ
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三菱商事との合弁事業(iVision社)：上海
BPO事業の強化： NRI大連



アライアンス推進による事業基盤確立推進 事業 確

事業拡大の手段のための事業提携・資本提携は、積極的に推進

• 中国・アジアのITマーケットを熟知し足場をもつ企業との提携を推進中
⇒出向やトレ 派遣も行う

中国・アジアソリューション事業の拡大

⇒出向やトレーニー派遣も行う
（例）三菱商事との合弁会社のiVision

• NRIソリューションのグローバル支援体制確立のため、グローバルIT企業
またはロ カルIT企業との提携を模索

グローバルに展開する日系企業へソリューション提供

またはローカルIT企業との提携を模索

国内ソリューション事業の拡大

• 当社の強みとのシナジーを狙った多様なアライアンスを推進中
NRIの強み：「コンサル」、「金融」、「PM」、「基盤・運用」等

（例）バンキング事業の拡大に向けた ユニシスとの提携
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（例）バンキング事業の拡大に向けた、ユニシスとの提携



中国・アジア事業の強化・拡大 最近の取り組み

製造・卸・小売業向けソリューションBizmartを中国へ展開開始

製造業、卸業、小売業において、戦略立案
から販売計画、生産管理、物流管理に至る

BizMartの中国への展開

現状（2010年度）
から販売計画、生産管理、物流管理に至る
まで、多様な業務の高度化・高品質化・ス
ピードアップを実現するサービス型ソリュー
ション

・トライアルからサービス導入段階へ

資生堂など数社が店舗販売業務を支援する
情報共有サ ビスの導入を決定情報共有サービスの導入を決定

今後の予定

・来期から本格展開に備えBizMart提供環境を
中国内に構築

今後の予定

現在約24,000ID（約16,000社）利用
（201１年３月現在）

・順次提供機能を拡大
・2015年には10,000IDへ普及を目指す
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高まるデーターセンター需要への対応高 需要 対応

2013年3月期竣工予定の新データセンター
最先端の免震、制震技術を導入
高いエネルギー効率を実現（低PUE(注) CASBEE(注)Sランク相当）
最先端のグリーンITを活用し社会の環境負荷低減にも貢献

安全性
安全性

最先端の免震、制震技術を導入
自然災害の低い立地

信頼性
Green 
of IT

自然災害の低い立地
生体認証装置、3Dﾎﾞﾃﾞｨｽｷｬﾅｰなど高度なｾｷｭﾘﾃｨ設備を導入

環境性
自然換気やフリークーリング等自然エネルギーの最大利用

空 高 送水等高効率 備機 を採局所空調や高温送水等高効率設備機器を採用
トップレベル事業所やCASBEE等各種環境基準に準拠

信頼性
多重化された拡張性の高い電源システム

将来性ｾｷｭﾘﾃｨｰ

多重化された拡張性の高い電源システム
気流環境を最適化する空調設備を導入
IT機器・設備の稼働状況にあわせ最適運転を実現するための制
御機能
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(注)PUE=Power Usage Effectiveness: データセンターの電力効率を示す指標
(注)CASBEE=建築物総合環境性能評価システム
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